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ARESマンスリーレポート（2026年9月） 
ARES Monthly Report - September 2026 - 

 

1. トピックス

Jリート市場25周年―四半世紀の歩みを5年区切りで振り返る 

（１） 主要指標でみる25年間の成長 

2001年9月、日本ビルファンド投資法人とジャパンリアルエステイト投資法人の2銘柄が東京証券取引所に上場し、Jリ

ート市場が始動した。25年後の2026年8月末には、上場銘柄数58銘柄、時価総額15.6兆円、資産規模24.6兆円、保有

物件数4,970件に達し、1銘柄当たりの平均資産規模も4,000億円を超えた。 

Jリートは、多数の不動産で構成される分散ポートフォリオへの投資機会を、個人を含む幅広い投資家に提供してきた。保

有・運用する不動産の規模を拡大し、投資対象を多様化させながら、不動産市場と資本市場を結ぶ主要な担い手へと発展

している。 

25年間の物件取得額は累計30.5兆円、譲渡額は累計6.2兆円で、差引取得額は24.3兆円となった。この間、IPOは

81件、PO（公募増資・売出し）は444件、合併は20件実施された。エクイティ・デット両面からの資金調達、合併・再編、投

資対象の多様化が、市場規模の拡大を支えてきた。 

【図表1】 25年間の主要指標 

市場規模 

（2026年8月末） 

物件売買・分配 

（25年間累計） 

資本市場・再編 

（25年間累計） 

上場銘柄数 58銘柄 物件取得額 30.5兆円 IPO 81件 

時価総額 15.6兆円 物件譲渡額 6.2兆円 PO 444件 

保有物件数 4,970件 差引取得額 24.3兆円 合併 20件 

資産規模 24.6兆円 分配金総額 （注）8.6兆円   

 （注）分配金総額は2026年6月期まで （出所）ARES J-REIT Databook 

【図表2】 Jリートの銘柄数・時価総額・資産規模の推移（５年毎） 
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投資収益をみると、2026年8月末の東証REIT指数は、配当なし指数が1,783.49ポイント、配当込み指数が

4,935.88ポイントとなった。指数の基準日である2003年3月31日の1,000ポイントからの上昇率は、配当なし指数が

78.3％（年率2.5％）、配当込み指数が393.6％（年率7.1％）である。両者の差は、継続的な分配金収入とその再投資が、

長期の投資収益に大きく寄与してきたことを示している。 

Jリート全体の25年間の分配金総額は8.6兆円に上る。また、東証REIT指数に連動する仮想ポートフォリオの分配金水

準を示す「実績分配金水準指数」は、算出可能な2004年3月末から2026年8月末まで年率2.6％で上昇した。市場全体

の分配金水準も、長期的に拡大してきたことが分かる。 

  

 

内閣総理

大臣 
 小泉純一郎 

安倍 

晋三 

福田 

康夫 

麻生 

太郎 

鳩山 

由紀夫 

菅 

直人 

野田 

佳彦 
安倍晋三 

菅 

義偉 
岸田文雄 

石破 

茂 

高市 

早苗 

日本銀行

総裁 
速水優 福井俊彦 白川方明 黒田東彦 植田和男 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2
0

0
3

2
0

0
4

2
0

0
5

2
0

0
6

2
0

0
7

2
0

0
8

2
0

0
9

2
0

1
0

2
0

1
1

2
0

1
2

2
0

1
3

2
0

1
4

2
0

1
5

2
0

1
6

2
0

1
7

2
0

1
8

2
0

1
9

2
0

2
0

2
0

2
1

2
0

2
2

2
0

2
3

2
0

2
4

2
0

2
5

2
0

2
6

配当なし指数 配当込み指数

（注）２００３年３月末～２０２６年８月末、月次 （出所）QUICK

インカム寄与
(分配金再投資)

【図表3】 東証REIT指数（配当なし・配当込み）の推移
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（注）東証REIT指数の配当なし指数と配当込み指数の日次騰落率の差から日次の分配金ポイント

を算出し、各月末時点における直近12か月の合計を、2004年3月末＝100として指数化した。

本指数は、東証REIT指数に連動する仮想ポートフォリオの実績分配金水準を示す。

（出所）QUICKのデータをもとにARES作成

【図表4】 Jリートの実績分配金水準指数
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【図表5】 Jリート市場の時価総額と主な出来事

Jリート初上場

(2001年9月10日)

米国同時多発テロ

（2001年9月11日）

不動産ファンドブーム

（2005～2007年頃）

サブプライムローン

問題が深刻化

（2007年夏～）

ニューシティ・レジデンス

投資法人が経営破綻

（2008年10月）

りそな銀行への公的

資金注入を決定

(2003年5月)
東証REIT指数が

2,600pt突破

（2007年5月）

世界金融危機と信用収縮

(2007年後半～2010年頃)

ユーロ紙幣・硬貨の

流通開始

（2002年1月）

東証REIT指数公表開始

（2003年4月）

イラク戦争勃発

（2003年3月）

Jリート投信解禁

（2003年7月）

民主党へ政権交代

(2009年9月)

日銀がETF・Jリート

買入れ開始を決定

（2010年10月）

東日本大震災

(2011年3月)

自公連立政権へ交代、

第2次安倍内閣が発足

（2012年12月）

アベノミクス・金融緩和下での市場拡大

（2013～2019年頃）

日銀がマイナス金利

導入を決定

（2016年1月）
NISA制度開始

（2014年1月）

消費税率8%に

（2014年4月） コロナ禍

(2020年～2023年5月)

ロシアが

ウクライナ侵攻

(2022年2月)

国内の物価上昇

が加速

（2022年春～）

Jリート時価総額

10兆円突破

（2014年11月）

消費税率10%に

（2019年10月）

「令和」へ改元

（2019年5月）

新NISA開始

（2024年1月）

日銀がマイナス金利

解除、ETF・Jリート

買入れ終了を決定

(2024年3月)

リーマン・ショック

(2008年9月)

日経平均が34年

ぶり最高値更新

(2024年2月)

Jリートへの初の

同意なきTOB

(2021年4月)

東京五輪開幕

(2021年7月)
GPIFがJリート投資開始

(2014年4月)

Jリート市場

時価総額

不動産市場安定化

ファンド設立

（2009年9月）

日銀の利上げ

（2024年3月～）

（注）時価総額は各月末時点。対象期間：2001年9月～2026年8月。

（兆円）

欧州債務危機

（2009年秋～2012年頃）

銀行がJリートの分配金等

を業務純益に計上可能に

(2002年12月)
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（2） 5年ごとにみる市場の変化 

以下では、2001年9月から2026年8月までの25年間（300か月）を、5年（60か月）ごとの5期に区分し、それぞれの

時期におけるJリート市場の変化を振り返る。 

【図表6】 5期比較表 

指標 

第1期 

（2001年9月～

2006年8月） 

市場創設 

第2期 

（2006年9月～

2011年8月） 

金融危機・再編 

第3期 

（2011年9月～

2016年8月） 

再成長 

第4期 

（2016年9月～

2021年8月） 

成熟化・コロナ禍 

第5期 

（2021年9月～

2026年8月） 

金利上昇 

長期金利（期初→期末） 1.33％→1.64％ 1.64％→1.06％ 1.06％→▲0.06％ ▲0.06％→0.03％ 0.03％→2.94％ 

東証REIT指数騰落率 （注）＋66.7％ ▲40.9％ ＋85.1％ ＋17.5％ ▲16.8％ 

配当込み指数騰落率 （注）＋90.0％ ▲22.7％ ＋126.6％ ＋43.0％ ＋3.8％ 

IPO 38件／1.6兆円 4件／0.3兆円 26件／1.3兆円 12件／0.4兆円 1件／0.03兆円 

PO 33件／1.1兆円 47件／1.1兆円 136件／2.7兆円 137件／2.6兆円 91件／1.3兆円 

物件取得額／譲渡額 5.0兆円／0.2兆円 4.3兆円／０.9兆円 7.8兆円／0.7兆円 7.4兆円／1.6兆円 6.0兆円／2.7兆円 

合併 0件 7件 3件 7件 3件 

分配金総額 0.3兆円 0.9兆円 1.4兆円 2.7兆円 （注）3.3兆円 

上場銘柄数 38銘柄 35銘柄 57銘柄 62銘柄 58銘柄 

時価総額 3.7兆円 3.4兆円 11.6兆円 17.6兆円 15.6兆円 

資産規模 4.8兆円 8.1兆円 15.0兆円 21.0兆円 24.6兆円 

（注）第1期の東証REIT指数および同配当込み指数の騰落率は、算出可能な2003年3月末から2006年8月末までの値。第5期の分配金総額は2026年6月期まで。 

（出所）財務省、ARES J-REIT Databook  

       

 

 

▌ 第1期（2001年9月～2006年8月）―市場創設と急速な立ち上がり 

市場創設から最初の5年間は、上場商品としての認知が広がり、銘柄数と資産規模が急速に拡大した時期である。IPO

は38件、物件取得額は5.0兆円に上った。2006年8月末には、Jリート市場は38銘柄、時価総額3.7兆円、資産規模4.8

兆円（約1,200物件）まで拡大した。 

投資・資金調達を支える環境も整備された。2002年には全国銀行協会の通達により、銀行がJリートへの投資に係る分

配金・売却損益を業務純益に計上できることが明確化された。2003年4月には、東証REIT指数の公表が開始された。東

京証券取引所がその全上場銘柄を対象として算出する公式の指数が整備されたことで、Jリートの運用成果の評価や他資

産との比較が容易となり、Jリートを一つの資産クラスとして捉えるための基盤が形成された。また、同年には海外機関投

資家に広く利用される株価指数であるMSCI日本指数にJリートが初めて採用されたほか、Jリートを主な投資対象とする

投資信託の設定も可能となった。市場を評価する指標が整い、投資家がJリートに投資する経路も広がった。 

プロパティタイプの多様化も始まった。2002年には商業施設特化型と総合型、2004年には住宅特化型、2005年に

は物流施設特化型、2006年にはホテル特化型のJリートが初めて上場した。ただし、2006年8月末にはオフィス、賃貸住

宅、商業施設の3用途で資産規模の95％を占めており、黎明期の市場は、賃貸・取引市場が比較的確立していた用途を中

心に形成された。 

日本経済と不動産市場の回復を背景に、東証REIT指数は2003年3月末の1,000ポイントから2006年8月末には

1,666.90ポイントへ上昇した。こうした市場環境の下で新規上場も相次ぎ、IPO件数は暦年ベースで2005年に13件、

2006年に12件と、2年連続で二桁に達した。IPOやPOによるエクイティ調達に加え、借入金や投資法人債によるデット

調達も拡大し、継続的な物件取得と資産規模の拡大を支えた。 
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▌ 第2期（2006年9月～2011年8月）―市場の急伸、世界金融危機と再編 

第2期は、前期から続く不動産ファンドブームの下で、海外投資家の買越しを背景に投資口価格が急上昇した後、世界的

な信用収縮に伴う市場の混乱を経験した時期である。 

海外投資家は、2006年9月から2007年5月までの9か月間に、Jリートを累計約5,200億円買い越した。こうした資

金流入を背景に、東証REIT指数は2006年8月末から約57％上昇し、2007年5月31日に史上最高値となる

2,612.98ポイントを記録した。この高値は、2026年8月末現在も更新されていない。一方、当時の平均NAV倍率は1.8

倍、平均予想分配金利回りは2.6％で、市場には強い過熱感がみられた。 

その後、米国のサブプライムローン問題を端緒に信用収縮が進み、2008年9月のリーマン・ショック後にはリファイナン

スリスクが顕在化した。翌10月、ニューシティ・レジデンス投資法人は、借入金の返済や物件取得に必要な資金を調達でき

ず、民事再生手続開始を申し立てた。これは現在に至るまで、Jリートが経営破綻した唯一の事例である。同月28日には、

東証REIT指数が史上最安値の704.46ポイントまで下落した。 

危機への対応として、2009年9月に官民が連携して不動産市場安定化ファンドを設立し、投資法人債等の償還リスクを

軽減するセーフティネットとしての役割を担った。また、投資法人間の合併に関する税務上の取扱いが整備され、合併に伴

う制度上の不確実性が軽減された。第2期には7件の合併が行われ、市場再編を通じて財務基盤と運用体制の立て直しが

進んだ。 

2010年10月、日本銀行は包括的な金融緩和政策の一環として、Jリートの買入れ開始を決定した。当初の買入れ規模は

小さく、直接的な需給への影響は限定的とみられたが、中央銀行がJリートを買入れ対象に位置付けたことは、市場安定に

向けた政策姿勢を示すものとして注目された。 

2011年3月の東日本大震災では、東証REIT指数が一時急落した一方、Jリート保有物件の物的被害は総じて限定的で

あった。震災は、保有物件の耐震性や防災対応を含め、自然災害リスクを適切に評価・管理する重要性を改めて認識する契

機となった。 

第2期の5年間で東証REIT指数は40.9％、配当込み指数は22.7％下落した。2011年8月末の銘柄数は35銘柄、時

価総額は3.4兆円といずれも第1期末を下回ったが、資産規模は8.1兆円まで拡大した。 

 

▌ 第3期（2011年9月～2016年8月）―金融緩和下の再成長と投資対象の多様化 

第3期は、2012年末に始まったアベノミクスと、その後の金融緩和の強化を背景に、Jリート市場が再び成長軌道に乗っ

た時期である。2013年4月に量的・質的金融緩和が導入され、2016年1月にはマイナス金利政策の導入が決定された。

この間、10年国債利回りは期初の1.06％から期末にはマイナス0.06％まで低下した。また、日銀によるJリート買入れも

本格化した。 

この5年間で、東証REIT指数は85.1％、配当込み指数は126.6％上昇した。2012年4月に4年半ぶりとなるJリート

のIPOが実現したのを皮切りに、期間中のIPOは26件に上った。POも136件・2.7兆円に上り、物件取得額は7.8兆円に

達した。2016年8月末には、Jリート市場は57銘柄、時価総額11.6兆円、資産規模15.0兆円となった。 

制度面では、2014年施行の改正投信法により、新投資口予約権、自己投資口取得、無償減資など、投資法人の資金調

達・資本政策の手段が拡充された。2015年には、合併等に伴う税務と会計の不一致に対応する制度が導入された。同年

10月には、Jリート初となる3投資法人の合併により、野村不動産マスターファンド投資法人が誕生した。これは、同一スポ

ンサー傘下の複数リートを大型の総合型リートへ統合する市場再編の先駆けとなった。 

投資対象の多様化も進んだ。Eコマース市場の拡大を背景に大型物流施設の組入れが増加したほか、訪日外国人旅行者

の増加に伴う宿泊需要の拡大を受け、ホテル・旅館への投資も広がった。2014年には、初のヘルスケア施設特化型リート

が上場した。こうした動きを受け、オフィスの構成比が低下する一方、物流施設やホテルの構成比が上昇するなど、経済・社

会の変化を反映する形で用途の多様化が進んだ。 

2016年には、政府が「日本再興戦略2016」において、2020年頃までにリート等の資産総額を約30兆円に倍増させ

る目標を掲げ、不動産投資市場の拡大を政策目標として明確に位置付けた。 
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▌ 第4期（2016年9月～2021年8月）―市場の成熟化とコロナ禍からの回復 

第4期は、資産規模の拡大や市場再編、ESGへの対応が進む一方、終盤にはコロナ禍によるJリート市場の急落と、その

後の回復を経験した時期である。IPOは12件、POは137件・2.6兆円、合併は7件に上り、2021年8月末には62銘柄、

時価総額17.6兆円、資産規模21.0兆円となった。物件取得額は7.4兆円、譲渡額は1.6兆円で、物流施設やホテルの構成

比がさらに上昇した。 

市場規模の拡大とともに、ETFなど東証REIT指数に連動する商品の運用資産も増加した。こうしたなか、流通量の少な

い銘柄に生じ得る需給の歪みを緩和するため、2017年1月から同指数への浮動株比率の反映が段階的に実施された。ま

た、2020年9月から2021年6月にかけて、JリートがFTSEグローバル株式指数シリーズに段階的に組み入れられ、

FTSE指数に連動する海外運用資金の投資対象にも加わった。 

ESGへの対応も本格化した。環境認証の取得、省エネルギー化、温室効果ガス排出量の把握・削減に加え、サステナビリ

ティ推進体制の整備や情報開示の充実など、取組みは運用全般に広がった。GRESBリアルエステイト評価への参加率は、

時価総額ベースで2015年の60％から2021年には98.6％へ上昇した。2018年にはJリート初のグリーンボンドが発行

され、その後、ESG債の発行も広がった。 

市場再編をめぐっては、投資主総会や公開買付け（TOB）を通じて、合併や非公開化につながる事例が現れた。2019年

には、スターアジアグループが、さくら総合リート投資法人に対し、同グループをスポンサーとするスターアジア不動産投資

法人との合併を提案した。その後、投資主総会における資産運用会社の交代等の決議を経て、2020年に両投資法人の合

併が成立した。2021年には、インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人に対してJリート初の同意なきTOBが実施された。

これは不成立となった一方、スポンサーであるインベスコ・グループによるTOBが成立し、同投資法人は非公開化された。

こうした事例を通じ、投資口価格と保有資産の価値との乖離や、投資主の意思が市場再編に反映される仕組みが改めて注

目された。 

相場は2019年まで上昇基調をたどったが、2020年に新型コロナウイルス感染症が拡大すると、市場環境は一変した。

東証REIT指数は、同年2月に2,200ポイントを上回っていたが、3月19日には1,145.53ポイントまで急落した。 

入国制限や移動の自粛により、ホテルでは稼働率と宿泊収入が大幅に低下した。商業施設でも、来館者数の減少や休業・

営業時間短縮などが賃料収入に影響した。一方、Eコマース需要を支える物流施設や賃貸住宅の収益は相対的に底堅く、用

途ごとの明暗が分かれた。 

また、テレワークの急速な普及を受け、オフィス需要が構造的に縮小するとの懸念も強まった。実際に空室率の上昇や賃

料の調整は生じたものの、その後の推移をみると、出社回帰やオフィス機能の再評価も進み、需要が当初懸念されたほど

構造的に縮小するには至らなかった。 

市場の急落を受け、日銀は2020年3月、Jリート買入れの年間上限を約1,800億円に引き上げた。その後、金融・財政

政策や経済活動の正常化への期待などを背景に、東証REIT指数は回復に転じた。投資口価格の回復に伴って資金調達環

境も改善し、POや物件取得が再び進展した。この5年間では、東証REIT指数が17.5％、配当込み指数が43.0％上昇した。 

 

▌ 第5期（2021年9月～2026年8月）―金利上昇局面への移行と成長環境の変化 

第5期は、長く続いた低インフレ・低金利の環境から、物価・金利が上昇する局面へ移行した時期である。長期金利は

0.03％から2.94％へ上昇し、東証REIT指数は16.8％下落した。一方、分配金の寄与により、配当込み指数は3.8％上

昇した。期間中の分配金総額は3.3兆円と、5期間で最も多かった。 

2026年8月末の資産規模は24.6兆円まで拡大した一方、時価総額は15.6兆円に減少した。物件売買では譲渡額が5

期間で最も多くなり、差引取得額は最も少なかった。IPOは1件にとどまり、POによる調達額も前期を下回った。投資口価

格が1口当たり純資産価値（NAV）を下回る局面が長期化し、増資による外部成長が制約を受けるなか、資産入替や売却資

金の活用、自己投資口取得など、資産運用と財務・資本政策を組み合わせる動きが広がった。 

金利や物価の上昇によってコストが増加するなか、保有物件の収益力を維持・向上させる重要性も増した。オフィスや賃
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貸住宅を中心に、新規契約や契約更新時の賃料引上げに取り組む動きが広がり、物件取得による外部成長に加えて、既存

ポートフォリオの賃料収入を伸ばす内部成長が一段と重視されるようになった。1口当たり分配金（DPU）について中長期

の成長目標を掲げ、その達成に向けた道筋を示す銘柄も増加した。 

用途構成にも変化がみられた。コロナ禍後の宿泊需要の回復を背景にホテルへの投資が再び活発化し、物流施設はオフ

ィスに次ぐ主要な投資対象として定着した。2026年8月末には、物流施設が資産規模の2割、ホテルが1割強を占めるな

ど、用途構成の多様化がさらに進んだ。 

政策面では、2022年6月、政府が2030年頃までにリート等の資産総額を約40兆円とする目標を掲げた。日銀は

2024年3月にJリートの新規買入れ終了を決め、2025年9月には、保有するJリートを緩やかなペースで売却する方針を

決定した。 

また、投資口価格と資産価値との乖離を背景に、合併やTOBをめぐる動きもみられ、市場評価の改善や投資主との対話

の重要性が改めて意識された。 

 

 

（３） 次の成長局面に向けて 

Jリート市場は、市場創設後の急速な拡大、世界金融危機と市場再編、金融緩和下での再成長、コロナ禍、金利上昇など、

さまざまな局面を経ながら資産規模を拡大し、投資主への分配を積み重ねてきた。 

Jリートは、取引所で売買できる流動性のある不動産金融商品として、国内外の投資家に用途や地域の異なる不動産へ

の多様な投資機会を提供している。また、不動産と金融資産をつなぐ資金循環の担い手として、企業等による保有資産の

流動化、優良な不動産ストックの形成・更新、都市再生や地域活性化を支えてきた。こうした機能をさらに発揮し、我が国の

経済成長に貢献していくためにも、Jリート市場の持続的な成長が重要である。 

今後は、オフィス、住宅、商業施設、物流施設、ホテル等の既存用途への投資を一層拡大するとともに、社会的ニーズの高

い多様な不動産を新たな投資対象として取り込み、市場の裾野を広げていくことが求められる。同時に、金利・物価上昇下

では、資金調達費用や物件運営費の増加を上回る収益成長が欠かせない。賃料引上げ等による内部成長を着実に実現し、

国内外の幅広い投資需要の取り込みを市場評価の改善につなげ、増資と物件取得による外部成長を通じて資産規模を拡

大する好循環を再構築することが、次の成長局面に向けた課題となっている。 
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【図表7】 Jリート保有物件の用途別構成比

オフィス 商業施設 賃貸住宅 物流施設 ホテル その他

（注）取得価格ベース （出所）ARES J-REIT Databook
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ヘルスケア＆メディカル投資法人、新宿区の病院底地など14物件を取得―資産規模1,000億円到達 

ヘルスケア＆メディカル投資法人（HCM）は8月19日、公募増資等による資金調達を行い、ヘルスケア施設14物件を取

得すると発表した。取得予定価格の合計は217億3,600万円で、9月に取得する。 

取得予定資産は、HCMにとって3物件目の病院不動産となる「春山記念病院（底地）」（東京都新宿区、取得予定価格34

億3,900万円）をはじめ、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、認知症高齢者グループホームなどで構成される。

グループホームはHCMにとって新たなアセットタイプとなる。14物件の平均鑑定NOI利回りは5.2％、鑑定評価額の合計

は248億9,100万円である。 

取得資金には、公募増資等の手取金最大約90億円に加え、総額111億円の借入金並びに手許資金を充当する。借入金

は全額をソーシャルローンとして調達する。 

今回の物件取得と既に公表済みの「グッドタイムホーム不動前」の譲渡により、HCMの保有物件数は57物件から70物

件、資産規模は865億円から1,065億円へ拡大し、上場時から掲げていた資産規模1,000億円の目標を達成する見込み

である。 
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― PR ― 

 

ＪリートオンラインＩＲセミナー 【はじめての・これからのＪリートを見つけよう！】 配信情報 

JリートオンラインIRセミナーは、Jリート各社が主に個人投資家に向けて情報発信する動画セミナーです。 

「既に投資しているJリート」の現状を知るために、また「これから投資してみたい・興味のあるJリート」を知るきっかけ

として、ぜひご活用ください。 

【日本証券新聞社特設ページ】 https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/ 

＜ 現在配信中のＩＲセミナー ＞ 

投資法人名 

（リンク先は配信ページ） 

配信ページ 

（QRコード） 
 

投資法人名 

（リンク先は配信ページ） 

配信ページ 

（QRコード） 

KDX不動産投資法人 

証券コード: 8972 

配信期間：2026年9月30日まで  

 

日本プライムリアルティ投資法人 

証券コード: 8955 

配信期間：2026年10月14日まで 
 

投資法人みらい 

証券コード: 3476 

配信期間：2027年2月15日まで  

   

 

 
 

  

Jリート普及活動マスコットキャラクター「リートン」のLINEスタンプが登場しました！ 

日常のトークで使える、かわいくて便利なスタンプです♪  

ぜひご利用ください！ 

【LINE STOREで販売中‼】 

https://store.line.me/stickershop/product/34141179/ja  

＜スタンプの例＞ 

     

     

 

 

 

Jリートをもっと身近に！ リートンのLINEスタンプが登場！ 

【リートンの日常スタンプ】 

全40種類 / 190円（税込） 

https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-kdx-8972/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-japan_prime-8955-10/
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/jr-mirai-3476-2/
https://store.line.me/stickershop/product/34141179/ja
https://www.nsjournal.jp/jreitonlineirseminar/
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2. Jリート市場の概況  

 

＜マーケット指標＞ 

 2026年8月末 1か月 3か月 6か月 1年 

東証REIT指数（配当なし） 1,783.49 -3.69% -1.45% -10.80% -7.01% 

東証REIT指数（配当込み） 4,935.88 -2.90% 0.16% -8.60% -2.43% 

平均予想分配金利回り（%） 5.15 0.18pt 0.17pt 0.63pt 0.51pt 

平均NAV倍率（倍） 0.82 -0.04pt -0.02pt -0.12pt -0.09pt 

出所：QUICK、ARES J-REIT Databook 
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＜市場規模＞ 

 2026年8月末 前月比増減 前年同月比増減 

上場銘柄数 58銘柄 ― ― 

時価総額 15兆5,690億円 -5,988億円 -10,019億円 

資産規模（運用資産額） 24兆5,967億円 764億円 7,528億円 

保有物件数 4,970物件 13物件 90物件 

出所：ARES J-REIT Databook 
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3. Jリート銘柄一覧（全58銘柄） 
（上場順。2026年8月末時点） 

コード 投資法人 資産運用会社 
投資口価格 

（円） 

時価総額 

（億円） 

8951 日本ビルファンド投資法人 日本ビルファンドマネジメント㈱ 126,300 11,133  

8952 ジャパンリアルエステイト投資法人 ジャパンリアルエステイトアセットマネジメント㈱ 117,700 8,572  

8953 日本都市ファンド投資法人 ㈱KJRマネジメント 112,900 8,120  

8954 オリックス不動産投資法人 オリックス・アセットマネジメント㈱ 97,400 5,376  

8955 日本プライムリアルティ投資法人 ㈱東京建物リアルティ・インベストメント・マネジメント 96,800 3,918  

8956 NTT都市開発リート投資法人 NTT都市開発投資顧問㈱ 130,100 1,910  

8957 東急リアル・エステート投資法人 東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメント㈱ 185,000 1,778  

8958 グローバル・ワン不動産投資法人 グローバル・アライアンス・リアルティ㈱ 112,100 1,226  

8960 ユナイテッド・アーバン投資法人 丸紅リートアドバイザーズ㈱ 160,900 5,148  

8961 森トラストリート投資法人 森トラスト・アセットマネジメント㈱ 72,300 2,573  

8963 インヴィンシブル投資法人 コンソナント・インベストメント・マネジメント㈱ 62,200 4,756  

8964 三井不動産商業ファンド投資法人 三井不動産商業ファンドマネジメント㈱ 78,200 2,115  

8966 平和不動産リート投資法人 平和不動産アセットマネジメント㈱ 131,900 1,772  

8967 日本ロジスティクスファンド投資法人 三井物産ロジスティクス・パートナーズ㈱ 94,300 2,589  

8968 福岡リート投資法人 ㈱福岡リアルティ 176,000 1,529  

8972 KDX不動産投資法人 ケネディクス不動産投資顧問㈱ 149,000 6,018  

8975 いちごオフィスリート投資法人 いちご投資顧問㈱ 97,200 1,484  

8976 大和証券オフィス投資法人 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント㈱ 319,500 2,986  

8977 阪急阪神リート投資法人 阪急阪神リート投信㈱ 136,400 948  

8979 スターツプロシード投資法人 スターツアセットマネジメント㈱ 189,200 515  

8984 大和ハウスリート投資法人 大和ハウス・アセットマネジメント㈱ 116,800 5,302  

8985 ジャパン・ホテル・リート投資法人 ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ㈱ 83,100 4,906  

8986 大和証券リビング投資法人 大和リアル・エステート・アセット・マネジメント㈱ 94,700 2,259  

8987 ジャパンエクセレント投資法人 ジャパンエクセレントアセットマネジメント㈱ 137,800 1,778  

3226 三井不動産アコモデーションファンド投資法人 ㈱三井不動産アコモデーションファンドマネジメント 118,800 2,990  

3234 森ヒルズリート投資法人 森ビル･インベストメントマネジメント㈱ 128,500 2,415  

3249 産業ファンド投資法人 ㈱KJRマネジメント 135,900 3,436  

3269 アドバンス・レジデンス投資法人 伊藤忠リート・マネジメント㈱ 145,400 4,147  

3279 アクティビア・プロパティーズ投資法人 東急不動産リート・マネジメント㈱ 135,900 3,229  

3281 GLP投資法人 GLPジャパン・アドバイザーズ㈱ 133,900 6,365  

3282 コンフォリア・レジデンシャル投資法人 東急不動産リート・マネジメント㈱ 99,000 2,420  

3283 日本プロロジスリート投資法人 プロロジス・リート・マネジメント㈱ 87,200 7,315  

3287 星野リゾート・リート投資法人 ㈱星野リゾート・アセットマネジメント 243,200 1,424  

3290 Oneリート投資法人 みずほリートマネジメント㈱ 75,100 731  

3292 イオンリート投資法人 イオン・リートマネジメント㈱ 118,400 2,489  

3295 ヒューリックリート投資法人 ヒューリックリートマネジメント㈱ 150,000 2,160  

3296 日本リート投資法人 SBIリートアドバイザーズ㈱ 82,400 1,508  

3451 トーセイ・リート投資法人 トーセイ・アセット・アドバイザーズ㈱ 131,300 497  
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コード 投資法人 資産運用会社 
投資口価格 

（円） 

時価総額 

（億円） 

3309 積水ハウス・リート投資法人 積水ハウス・アセットマネジメント㈱ 73,200 3,150  

3455 ヘルスケア＆メディカル投資法人 ヘルスケアアセットマネジメント㈱ 95,700 344  

3459 サムティ・レジデンシャル投資法人 サムティアセットマネジメント㈱ 90,600 772  

3462 野村不動産マスターファンド投資法人 野村不動産投資顧問㈱ 147,000 6,830  

3463 いちごホテルリート投資法人 いちご投資顧問㈱ 111,500 365  

3466 ラサールロジポート投資法人 ラサールREITアドバイザーズ㈱ 142,400 2,362  

3468 スターアジア不動産投資法人 スターアジア投資顧問㈱ 53,500 1,437  

3470 マリモ地方創生リート投資法人 マリモ・アセットマネジメント㈱ 100,300 282  

3471 三井不動産ロジスティクスパーク投資法人 三井不動産ロジスティクスリートマネジメント㈱ 104,000 3,348  

3472 日本ホテル＆レジデンシャル投資法人 アパ投資顧問㈱ 66,500 287  

3476 投資法人みらい 三井物産・イデラパートナーズ㈱ 40,950 781  

3481 三菱地所物流リート投資法人 三菱地所投資顧問㈱ 113,300 1,682  

3487 CREロジスティクスファンド投資法人 CREリートアドバイザーズ㈱ 134,600 821  

3488 セントラル・リート投資法人 名鉄・ザイマックスアセットマネジメント㈱ 102,800 270  

3492 MIRARTH不動産投資法人 MIRARTH不動産投資顧問㈱ 79,000 800  

2971 エスコンジャパンリート投資法人 ㈱エスコンアセットマネジメント 109,400 394  

2972 サンケイリアルエステート投資法人 ㈱サンケイビル・アセットマネジメント 107,500 502  

2979 SOSiLA物流リート投資法人 住商リアルティ・マネジメント㈱ 103,100 750  

2989 東海道リート投資法人 東海道リート・マネジメント㈱ 97,300 375  

401A 霞ヶ関ホテルリート投資法人 霞ヶ関リートアドバイザーズ㈱ 96,600 277  

出所：QUICK 

 

 
＜注意事項＞ 

本レポートは情報提供のみを目的としており、投資の勧誘を目的とするものではありません。投資に関する最終的な判断は、投資家ご自身の責任において

行ってください。なお、本レポートに記載された情報は作成時点のものであり、その正確性・完全性を保証するものではありません。また、内容は予告なく

修正・変更されることがあります。 

 
 

＜本レポートに関するお問い合わせ先＞ 

一般社団法人 不動産証券化協会 

市場基盤ディビジョン（企画・広報・調査担当） 

E-mail：chosa★ares.or.jp（★を@に置き換えてください） 

 

 


